様式第５号(第５条関係)

村税等の滞納がない旨の申出書

　　年　　月　　日

　　産山村長　　様

申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


産山村結婚新生活支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により、次のとおり産山村に対し村税等の滞納がない旨を申出します。なお、担当部署において納税等の状況について調査することに同意します。



--------------------以下産山村記入欄--------------------

	担当部署名
	費目
	担当部署記入欄
	確認印

	住民課
	村民税
	有　　無
	

	
	固定資産税
	有　　無
	

	
	軽自動車税
	有　　無
	

	教育委員会
	保育料
	有　　無
	

	住民課
健康福祉課
	国民健康保険税
	有　　無
	

	
	介護保険料
	有　　無
	

	経済建設課
	水道料
	有　　無
	

	
	住宅料
	有　　無
	

	教育委員会
	給食費
	有　　無
	


備考　調査の対象は、補助等の対象となる者及びその世帯員全員とする。


別紙

(村処理欄)　※申請者は記入しないでください。

１　住民登録情報確認
	新住居への住民登録年月日
	申請者
	年　　　月　　　日

	
	配偶者
	年　　　月　　　日


　※夫婦のいずれかが、当該年度の4月1日以降に新住居へ住民登録していること。

２　戸籍情報確認
	婚姻日(婚姻届提出日)
	年　　　月　　　日
	


　※事業開始日から当該年度の3月31日までの間に婚姻届が受理されていること。

[bookmark: _GoBack]３　生活保護受給確認
	生活保護受給状況
	申請者
	□　有　　　　　年　　月　　日から受給中
□　無

	
	配偶者
	□　有　　　　　年　　月　　日から受給中
□　無


　※生活保護を受給している場合は対象外

４　所得情報確認
	所得金額
	申請者
(Ａ)
	１　所得課税証明書(　　　　年分)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　所得課税証明以外で、離職・転職したことを証明する
　場合
　　離職・転職した次の月の所得(　　　　　　　　)円
×12か月＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	配偶者
(Ｂ)
	１　所得課税証明書(　　　　年分)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　所得課税証明以外で、離職・転職したことを証明する
　場合
　　離職・転職した次の月の所得(　　　　　　　　)円
×12か月＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	貸与型奨学金年間返済額
(Ｃ)
	申請者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	配偶者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	合計
(Ａ＋Ｂ－Ｃ)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


　※夫婦の合計所得額が400万円未満であること。
